[bookmark: _GoBack]ＪＷＬＩの会公開勉強会『ＮＰＯを運営する上での基礎知識』

【概要】
日時：2014年10月19日(日)15：00～17：30
会場：ウェスレーファウンデーション貸し会議室204号室
参加者：JWLIの会会員7名・外部参加者5名、計12名
講師：脇坂誠也(わきさか・せいや)氏
認定ＮＰＯ法人ＮＰＯ会計税務専門家ネットワーク理事長・税理士

【講座内容】
　まず、脇坂氏の自己紹介から始まった。脇坂氏は現在ＮＰＯ団体の会計及び税務を支援する団体の理事長として働いているが、なぜその活動を始めるに至ったのかを税理士の資格を取る以前のものから話を繋げての説明がなされた。脇坂氏の話の中で、「今までやってきたこととこれからやりたいことの整合性が取れているかを重要視している」という言葉が印象的であり、氏はそれを常に意識しながら仕事をしているのだろうということが窺えた。
　その後、Ⅰ．ＮＰＯとは、Ⅱ．ＮＰＯ法人とは、Ⅲ．ＮＰＯ法人の設立までの流れ、Ⅳ．他の法人格との比較、Ⅴ．会計の問題点、Ⅵ．法人税の問題点、という流れで話をしていただいた後で30分間の質疑応答の時間を持った。脇坂氏の説明はとてもわかりやすく、時折時事ネタ等も含み、皆興味深く聞いていたように思う。また、質疑応答の時間では普段はなかなか聞けないような細かい質問ができていたようで、会計や税務に直接関わっている参加者にとってはとても実りあるものだったと思う。以下、各項目の概要を記す。

Ⅰ．ＮＰＯとは
・「ミッション＝社会的使命」を実現したい、という思いや志をもとに組織化され、企業や行政ではまねのできないサービスを提供する活動体・組織体。
・組織形態としては①任意団体、②ＮＰＯ (特定非営利活動)法人、③一般社団法人、の3種がある。現在はＮＰＯ法人よりも一般社団法人が増えてきている。

Ⅱ．ＮＰＯ法人とは
・特定非営利活動にかかる事業を主たる目的とする法人であり、所轄官庁の認証を受けることにより設立される。
・主務官庁からの制約がなく、所轄庁からの監督が制限される代わりに情報公開の義務や自主的活動の財源確保、社員(団体の所属者)は特別な制約を設けることができない等の特徴がある。
・20種類の特定非営利活動のいずれか(複数可)に該当し、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とする、という2つの条件に該当する必要がある。
・営利を目的としないことが条件であるが、それは収益事業を行ってはいけない、給与等の必要経費を払ってはいけない、ということではない。(誤解されることが多い)
・主たる事業の他にその他の事業を行うこともできるが、その場合は特別の会計として経理する必要がある。
・組織等に関する要件がある。

Ⅲ．ＮＰＯ法人設立までの流れ
・設立は①準備、②設立総会、③申請書類の作成、④認証の申請、⑤縦覧(2か月以内)、⑥審査(2か月以内)、⑦認証・不認証の決定、⑧登記の申請、⑨設立、⑩各種必要な手続き、という流れで進む。
・設立にあたっては12種類の書類が必要となる。
Ⅳ・他の法人格との比較
・一般社団法人との違いを表にて比較。(種類や設立の条件、基本的考え方等の比較)
・どういう場合にＮＰＯ法人を選択すべきかをポイントを挙げての説明。(ＮＰＯ法人の特徴は多様な人の参加型法人であり、税制優遇を受けられること、それらを重要視しなければ任意団体、一般社団法人でも問題はない)

Ⅴ．会計の問題点
・以前はＮＰＯ法人の会計基準がなかったが、全国のＮＰＯ支援組織が「ＮＰＯ法人会計基準協議会」を発足させ、2010年7月にＮＰＯ法人会計基準が策定された。
・ＮＰＯ法人は「活動計算書」と「貸借対照表」及び「財務諸表の注記」を作成する必要がある。
・活動計算書と貸借対照表の数字は繋がっていなければならない。
・事業費と管理費の違いを説明。管理に直接関わるもの以外は事業費扱いで問題ない。両方に共通する費用は、従事割合、面積割合等に応じて、事業費と管理費に按分する。
・ＮＰＯ法人の会計基準ツール集を紹介。

Ⅵ．法人税の問題点
・ＮＰＯ法人は法人税法上の収益事業を行っている場合には法人税を課税される。また、収益事業はＮＰＯ法上の「その他の事業」とは別の概念である。
・収益事業とは①政令で定める34事業、②継続して、③事業場を設けて、行うというすべての条件を満たしている必要がある。営利法人と競合する関係や規模であるかどうかも、営利を目的とした収益事業にあたるのかどうかの判断基準となる。

Ⅶ．質疑応答
様々な質問がなされたが、いくつか抜き出して取り上げる。

Ｑ１：講師料（連続での登壇）の名目を給料にするか講師料、または謝礼にするか→源泉をどうするか
Ａ１：その団体の職員または有給の役員が講師をやれば、それは業務の一環なので、給与となり、外部の人に頼んで（無報酬の役員も含む）支払えば、講師料（諸謝金などの科目で計上）となる。……小規模サイズの場合の収支は、四角四面にしないでおいて、もっと、如何にビジネス化を図るかに知恵を働かせるようにというメタ・メッセージにとれた。そのあたりはプロの指導を求めるのが無難だと思う。（勉強会感想）
Ｑ２：ＮＰＯ法人、一般社団法人、任意団体の３種を選択するにあたって、あしなが育英会のように任意団体として大きな事業をするケースなどもあるが、法人化は社会認知を得やすいのではないか。
Ａ２：体裁を気にする社会の風潮（実態を知らない）からいって、それはありうる。ただ、どれを選ぶかは団体ごとの合意形成次第である。枠組みをつくると同時に、事業の収益が得られる事業計画が大事（助成金や寄付金などを期待しても、わずかなもの。）
Ｑ３：有価証券もしくは土地等の寄付を受けた場合、時価で記載するのか、相手（寄付して下さる方）の帳簿額で記載するのか
Ａ３：時価で記載する。
(文責：ＪＷＬＩの会勉強会担当・高橋葉月)
